

平成６年版 大阪経済白書 の概要

─創造性を高める大阪産業─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成６年版の概要です。



【要約】 

第１部　平成５年の大阪経済

◆長引いた景気低迷
・　大阪経済は平成５年前半には、工業生産指数が前月比で増加に転じるなど一部にやや明るい動きがみられたが、在庫・ストック調整の遅れや円相場の急上昇、長梅雨・冷夏などが景気回復を妨げる要因となり、平成５年の景気は総じて低迷した。
　空港関連事業や景気対策など公共投資や、住宅投資は堅調に推移したものの、個人消費や民間設備投資が低調に推移し、輸出も円高の影響を受けて減少したことなどにより、生産活動は停滞し在庫調整も遅れた。このため、企業経営者の業況判断は弱気のまま推移し、企業業績も悪化した。
・　この景気低迷に対して、国・大阪府とも数字にわたる景気対策を実施し、内需の喚起、投資活動の促進などを図り、景気回復の手掛かりとするとともに中小企業の経営安定に努めてきた。
・　需要項目別では、個人消費を大型小売店販売額からみると、平成５年中を通しては百貨店、スーパーとも低迷し、22か月連続して前年同期の水準を下回った。
　民間設備投資は企業収益の悪化、需要低迷による生産稼働率の低下や在庫調整の遅れから企業経営者のマインドも弱気となり、低調に推移し、機械受注額（工作機械）からみると37か月連続で前年を下回った。
　住宅投資は新設住宅着工戸数が19か月連続して増勢を維持し、公共投資も関西国際空港関連工事など大型工事や、大阪府単独事業の追加実施などに支えられて順調に推移した。
　貿易では、輸出が円高の影響もあって、４月以降９か月連続して前年同期の水準を下回り、輸入も国内景気の低迷を受けて伸び悩んだ。
・　このような需要面での不振を受けて、生産・出荷は減少し、在庫調整も素材関連業種等一部を除いて進展はみられなかった。
　雇用情勢は、求人数が求職者数を下回ったまま推移し、製造業を中心に労働力需給の緩和が続いた。
　また、企業倒産は件数ではやや減少したが大型倒産の増加により負債額が大幅に増加した。原因別では、不良資産の処理の遅れなどのいわゆる不況型倒産が目立った。
◆中小企業の景況
・　府内の中小企業経営者の業況判断や売上高等は、平成３年後半から下降し、４年に続いて５年も低い水準で推移した。
・　業種別にみると、消費関連業種は、個人消費の落ち込みの影響を受けて繊維衣服関連や雑貨などが振るわず、建設関連業種では、住宅着工増加により住宅用建築金物が堅調であったものの、全体しては低迷した。設備投資関連業種では、電気機械や自動車などでの設備投資の落ち込みから停滞を続けた。
　他方、輸出関連業種では、円高で伸び悩みがみられた。また、消費関連業種や建設関連業種などでは輸入品の急増による影響も大きかった。


第２部　創造性を高める大阪産業

　今次の景気低迷では、大阪経済も在庫や設備投資さらには資産に対する調整局面から脱しきれず、回復軌道への移行が遅れている。それは、物的豊かさがほぼ実現された消費生活の中で、ゆとりや精神的豊かさ、地球規模のより良い環境の追求、生活の質の重視など、市場成熟化の一層の進展といった構造的な課題に直面しているためでもある。したがって、短期的な不況対策とともに、そのような課題に対応する中・長期的な対策も重要である。
　そこで、低迷する景気を浮揚させ、経済の持続的な安定成長を図るには、「成熟した市場」をとらえ得る商品の供給が必要であり、この「成熟した市場」における潜在需要を掘り起こし得る、新製品開発、新たな商品企画を創造するような企業活動が求められる。それは、沈滞した消費需要に刺激を与えることで、内需喚起への有力な手掛かりとなる。また、内需開拓に向けての取り組みも、先端技術開発、情報化の促進など、産業のソフト化を一層進めるとともに、高齢化や成熟した消費生活への対応力を強め、それを質的にも高める生活基盤整備に直結することが重要である。
◆大阪の産業構造とその変化
・　大阪の産業をみると、全国に占めるシェアや、開業率の低下、製造業を中心とした高齢化など、産業活動における活力の低下がみられる。
　大都市圏の産業活動の活性化策として、製造業の固有の技術を活かした生産、製造業の技術を活用した卸売業の企画力強化と、それらを結び付ける情報ネットワークの構築が重要となっている。
・　大阪の設備投資をみると、全体として全国を下回る伸びとなっているが、製造業の医薬品、精密機械や非製造業の通信・情報、航空業などでは、全国よりも活発な投資が行われている。これらは、今後、大阪産業の重要な担い手となることが期待される高付加価値型の業種や都市型サービス機能を担う業種であり、今後、こうした業種の充実が、大阪における新たな産業の創出・育成において重要となる。
◆製造業、卸売業のもの作りと取引の特徴
・　製品企画等の変化が少ない素材や原材料等を扱う製造業、卸売業では、企画・開発よりも、製品の安定した供給や品質、精度の向上により、提案力を高め、取引関係を強化・展開することで事業基盤の強化につなげている。
・　製品開発や商品企画サイクルの比較的短い消費財では、市場動向、需要変化を的確にとらえることに重点がおかれている。製品開発や商品企画については、製造業や卸売業が自ら主導する場合と、取引先からの受注内容や仕様書対応によって行う場合とに分けられる。前者では成熟した市場の中で、消費者のニーズを的確にとらえたもの作りや、新たな需要を創造する開発力・企画力や市場把握力が鍵となる。後者では、取引先の意向に応じて効率的に生産、供給し、信頼確保を図り、既存取引の展開につなげることと、未開拓の分野での新たな取引関係創出が重要である。
・　製造業では多様な業種、業態の集積がみられ、外注･下請関係を有効に利用した工程間分業が進み、需給や季節の変動、受注動向に柔軟に対応しているが、下請企業が38％と多く、産業の成熟化に対応した新製品に関する提案を行う企業が33％（東京38％）と少ない。
・　卸売業でも、仕入、販売とも多様な業態と取引を行うなど、市場動向や流通構造の変化に対応し、柔軟な生産工程と多様な情報をうまく活用することにより、新たな市場と生産の組み合わせを創造することが可能である。ただ、取引先との関係では、卸売業の半数が仕入先に対して不満を持ちながらも、信頼関係を重視し、取引の継続を望むなど、不況のなか取引の安定志向が強くなっている。また、海外からの商品調達も14％と進んでいるが、商社依存の姿勢が強く、海外の製品や生産拠点に関する情報の収集にも積極的な姿勢が望まれる。
・　こうした中で、以下のような活力がある先駆的な企業もみられる。
（自社内に研究所を持ち、ノウハウを蓄積し、情報提供･用途提案により、ユーザーや小売業からの高い信頼を獲得し、新しい販路創造と市場獲得を進めている企業や独自の加工技術を蓄積・活用し下請企業から独立企業へ脱皮、新たな製品創出による独自の市場創造を実現している企業。経済環境の変化に応じて輸出専門商社から輸出･輸入兼業へと事業を転換し成功している企業。消費が低迷する中で保有する多様な販売チャネルを常に検討し、販売の効率化を図り、その中から新たな取引関係を創出している企業がある。）
◆大阪大都市圏の経済機能を活用
・　大阪の卸売業の支店等の配置は府内が中心で近畿地域は少ない。このため、市場の拡大によって、府内産業と他地域の産業とを新たに結びつけるには、支店、営業所の機能強化が必要である。
・　大阪大都市圏では、多品種･少ロット品の生産や、試作品･見本品･新製品を扱う企業が多いが東京ほどの集積ではない。このため、大阪では大都市圏における情報基盤や研究開発拠点などの機能を充分活用するためのシステム作りや大都市に集積した企業の高度な技術的蓄積を活用して関連企業との連携を強め、開発型企業の立地集積を高めることが模索されている。
・　製造業、卸売業とも工場や支店等は大都市圏を中心に地域展開しており、輸送や交通、販売先･仕入先･外注先の確保など日常の生産･販売活動に関わる点を大都市機能のメリットとして活用している。ただ、東京に比べ、研究開発や情報入手のしやすさ、技術の高度化、商品調達など製造業、卸売業が機能を高度化するために必要な項目の評価が低くなっており、多様に集積する産業を経営資源として有効に活用する必要がある。
･　こうした中で、大都市立地のメリットを活かして機能強化を図っている以下のような企業もみられる。
（自社独自の固有技術を基盤に、大都市立地のメリットを有効に活用することによって、先端的な技術情報を入手したり受注先を確保して、ユーザーとの連携強化によるきめ細かな試作、開発を行う企業。都市に適合した生産活動や快適な職場環境、地域環境との調和をめざし、工場のニューファクトリー化を図る企業。豊富な情報が収集できる大阪市内に直営小売店を出店し、これら店舗を通じて売れ筋情報や市場動向を把握することにより、商品企画や商品調達などの機能高度化に努めている企業がある。）
◆開発力･企画力の強化
・　製造業、卸売業とも概して東京より大阪の方が製品開発や商品企画が売上に反映される期間が短く、とくに消費財では、販売の過半数が平成４年以降に企画の商品であるなど、新企画の頻度が高い。また、開発や企画に際しては、日々の取扱品の改良・改善によって製造業で42％、卸売業で28％と多いなど短期的取り組みによって既存分野での事業基盤強化が図られている。そのため、需要変化を迅速にとらえ、商品に反映させる能力は高いが、需要を創造するまでには至っていない。
・　製品開発や商品企画では、「低価格」（製造37％、卸42％）、「信頼性」（製造36％、卸39％）が重視され、コスト削減や合理化・省力化への対応に追われているが、他方、社会的要請を受け、「環境への配慮」が大幅に増加するなど、良好な環境創造のための取り組みもなされている。
・　製造業、卸売業は開発、企画を通じて、受注先、販売先との取引維持や新販路を求めているが、市場の成熟化の中で既存販路の維持が困難になっている。また、多角化や異分野進出の動きは１割に満たないなど、事業展開は本業分野の強化をもとに行っている。
・　こうした中で、成熟した市場で需要変化に対応し得る商品企画や事業展開を積極的に行う以下のような企業がみられる。
（経営資源に制約のある中小規模企業でも、大学や研究機関に技術者を派遣、共同研究を通じて基盤技術の強化を図っている企業や、公的試験研究機関をはじめとする情報基盤や研究開発拠点、サービス業など外部の経営資源を活用して市場の成熟化に対応している企業。研究開発に力を入れることで新たな需要を創出し得る先駆的な製品開発を行う企業がある。）
・　製造業では研究開発投資をすすめ、ユニークな技術や発想に基づき、新たな需要を創造する力を持つ製品をつくり出すこと、卸売業では積極的な情報の収集･発信と商品の調達、供給により、需要、技術、人材、ノウハウといった「もの」と「市場」の創出に関わる多様な要素を有機的に結び付けるための核が求められ、これらを担う人材の確保、育成が必要となる。
◆創造性を高めるための大阪産業の取り組み
・　大阪の製造業は固有技術をベースにした、多様な業種が集積しており、受注先のニーズにあった製品作りに特色があるが、今後さらに技術力を高度化し、発展していくためには、ニーズを先取りした製品づくりのため、卸売業の情報収集･提供機能や情報サービス業など都市に集積する多様な製品開発支援機能を積極的に活用する必要がある。
　卸売業は地域の製造業に蓄積されているシーズと市場のニースとを結び付け、また、卸売業自信のもつ市場動向、技術開発に関する情報収集･提供能力を活かし、メーカーに対する、品質、技術の向上を求める提案力を一層強化すべきである。これにより創造性豊かな、個性あるもの作りが可能となり、大阪の産業力、企業力をより高めることができる。
・　府内中小企業の存立基盤は大手メーカーの生産拠点の海外移転をはじめとする経済環境変化によって弱まってきており、国内のみでなく海外からの商品調達力の強化や、海外から府内製造業への受注確保など、大阪産業が蓄積している技術力・生産力・企画力の活用を図ることが重要である。
・　大阪の製造業、卸売業が大都市立地のメリットとしての情報基盤や研究開発拠点を充分活用できるよう、府立の研究機関の機能開放をはじめ、技術、デザイン、市場動向等、シーズ・ニーズ毎に体系化された、開発・企画支援のための情報基盤の整備と研究開発拠点の活用促進が必要である。
・　都市に適合した生産活動を促進するため、地域への配慮や近隣地域との共生による良好な地域環境の創造を図った工業地域、事業地域の基盤整備、さらに、人材確保・育成のための快適な職場環境の提供をめざして、工場、事務所のニューファクトリー化、ニューオフィス化を進めることが重要となる。
・　製造業、卸売業が地域に集積する産業資源を有効に活用し、市場の成熟化に対応する生産機能、卸機能の総合的な強化を進める主役となり、ユニークな企画、開発を行うための、個性豊かな発想を持つ人材や、積極的に取引先を開拓し、多様なネットワークを形成し得る、知識豊富な人材の確保、育成が重要となる。

